－労使関係ルールに関する基本要求書について－

　地方公務員の自律的労使関係制度を確立する地方公務員制度改革関連２法案は、2012年末の衆議院解散により廃案となり、今後の見通しは極めて不透明ではありますが、国会審議の中では2015改定給与法に関わる附帯決議でも触れられているように、自律的労使関係制度の措置がことあるごとに要請されており、ＩＬＯ勧告も含め避けては通れない課題となっています。

一方で小泉構造改革以降、自治体財政はひっ迫し全国的には６割の自治体で人事院・人事委員会勧告と関係のない給与の独自削減が行われ、北海道でも2021年４月時点で10自治体まで減少しましたが、ピーク時には117自治体（2008年度）で何らかの独自削減が行われてきました。また、2013年の国の臨時特例減額に準じた給与削減要請時には98自治体で要請に基づく削減は行わない労使合意を得ていますし、2014人勧「給与制度の総合的見直し」の取り扱いや、2015および2016・2017人事院勧告における較差の取り扱い、2019人事院勧告による借家居住者の住居手当見直しなど、各自治体が自主的に判断を求められる状況にありました。このように、私たちの賃金・労働条件は労使交渉によって決定しています。自律的労使関係制度の措置を含んだ国公関連４法案・地公関連２法案が廃案となり、当面は人勧制度に基づく賃金闘争が強いられますが、人勧制度は機能不全におちいっており、要求－交渉－合意と書面協定（労働協約）化によって私たちの賃金・労働条件を決める時代にすでに入っていると理解しなければならず、自治労本部は要求－交渉－妥結の交渉サイクルの確立と妥結結果の書面協定（労働協約）化は労働組合のあたり前の役割であり、引き続き春闘の重点課題と位置づけています。

　道本部としても、要求事項の集約－要求書の作成－要求提出－交渉実施－妥結（協約・書面協定）の交渉サイクルの確立と妥結結果の書面化の推進を、重点課題として位置づけ春闘期に年間をつうじた交渉・協議の基本的ルールや交渉テーマなどについて労使で確認することを、道本部統一の取り組みとして位置づけます。

　自律的労使関係制度の導入を前提とすれば、誠実交渉義務について、当局側の対応が問題視されることとなります。特に現行法には規定のない「不当労働行為」が法定化されることになれば、民間で積み重ねた判例や労働委員会命令の考え方が公務員に対して適用されることとなりますので、このことを根拠に当局に対して誠実交渉を守らせる取り組みが重要です。

　また、管理運営事項の取り扱いについても、組織機構改革や人事評価制度の導入が該当することとなりますが、結果として労働条件変更につながる制度改正については、「労使で協議を行う」という団体協約の締結が可能か否かという質問をして、一定の回答を引き出すことで、一方的に制度改正はさせない取り組みが可能となります。

　このような取り組みのスタートとなる「基本要求書の提出」は、全単組が真剣に取り組みを行わなければなりません。

　なお、「労使関係ルールに関する基本要求書」については、その回答内容は協定書の内容となることを求めることとなります。したがって「統一要求書」に関わっては、必然的に「人事院勧告に準じて」とか「人事院勧告を踏まえて」とした回答にはならないことをしっかりと単組役員が理解をする必要があります。そして、自治体当局に対しては少なくとも地方公務員法第24条の規定や労使間での交渉の結果を踏まえて決定するとした回答とするように取り組みます。
＜参考－地方公務員法第24条＞

	

	（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第24条　職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

２　前項の規定の趣旨は、できるだけすみやかに達成されなければならない。

３　職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定められなければならない。

４　職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

５　職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当たっては、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

６　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。

	


	

	2022年●月●●日

労使関係ルールに関する基本要求書（案）
●●●長　　●●●●様

●●●職員労働組合
執行委員長　●●●●
※　前文は参考とします
　地方自治の確立にむけた貴職のご尽力に心より敬意を表します。

　この間、新型コロナウイルス感染症への対応をする中、われわれの賃金・労働条件に直結する課題が山積しており、良質な公共サービスを守るという観点に立ち、真摯な交渉・協議を行って参りました。今後も、職員の賃金・労働条件について、労使の相互信頼のもと、互いに真摯に交渉・協議をしていくことがより一層求められると認識しています。
　つきましては、職員の賃金・労働条件に関しては、下記の点を基本的な集団的労使関係ルールとして確認されるよう要求します。
記
１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使交渉・協議の実施とそれに基づく合意によるものとし、労使による自主決着をすること。

２. 職場の存廃や業務の委託、人事評価制度および等級別基準職務表の運用・導入、級別・職制上段階ごとの職員数の公表等、職員の賃金・労働条件にも大きな影響を与える事項については、適切に、事前に労使協議を行うこと。
３．各職場の配置人員と業務状況を随時点検・把握し、適正な人員配置と職場の環境改善について、労使交渉・協議を行うこと。
【解説】

　賃金等を決定する際には、①必ず労使交渉・協議を行うこと、②合意点をたがいに真摯に探ること、③交渉を途中で打ち切り、条例案を議会に一方的に提案するようなことを行わないこと、等を求めます。
　なお、「自主決着」には、人事院勧告よりも低い水準の人事委員会勧告が出されている場合に、その県内市町村において、人事委員会勧告に従うことに当局側が固執することに対する歯止めや、労使合意よりも大きな割合での独自カットを議会が提案してきた際に、当局側の誠意を持った対応を求めることなどの意味を含む。※＜付属資料①＞【解説１】参照
組織改編や人事評価制度、また級別・職制上段階ごとの職員数の公表そのものについては、管理運営事項であるとして交渉を拒否する当局も少なくありません。それに対し、「職員の労働条件に大きな影響を与えるものであることから、（管理運営事項であっても）協議を行うべき」であることを求めます。
なお、政府の国会答弁等で、「管理運営事項の処理の結果、影響を受けることがある勤務条件については交渉の対象になる」との考え方が確立していることから賃金・労働条件に該当する部分については、1.にある通り、交渉を行うよう求めます。【解説２】参照


	


要求から妥結までの流れと書面協定

《１．要求書作成から回答》

　
　職場集会やオルグのなかで、賃金・労働条件や人員配置、組織機構や人事などあらゆる職場の問題について議論するなかから統一的な要求をまとめていきます。全員参加の労働組合をめざし多くの組合員から意見を吸い上げるため「一人一要求アンケート」などを行うことも有効です。
　同じ職場の組合員から、正反対の要求が出されることは常にありますし、職場集会やオルグで一致した要求でも別の職場集会では正反対の要求になることもあります。大切なことは、そのような結果になったことの事実関係を正確に組合員に伝えることです。また、そのことに対する執行部の考え方を率直に説明することです。さらに、要求を実現するためにはどのような困難があるか、それを克服するためにはどのようなたたかいが必要かなどの説明もあわせて行います。

執行部は要求書原案を作成し、分会などをとおして職場討議を十分に行い組合員の意識を把握しまとめていきます。要求に対する組合員の自信と確信が、組合の戦術への結集にもつながります。
　職場討議した内容を整理し、要求書と闘争戦術の執行部案を作成し職場におろして全組合員で確認します。

　要求と闘争体制について、職場組合員の大方の同意が得られた段階で、組合規約に基づく機関会議を招集し、要求と闘争体制、闘争戦術を一体のものとして決定します。
　要求書提出先は首長ですが、交渉の窓口となる総務課長などに直接手渡して次の事項を通告します。
１．要求事項の主旨を説明

２．回答指定日

３．文書での回答を確認

４．団体交渉の申し入れと闘争戦術の事前通告

回答を文書で受け取り内容を速やかに分析する。

※回答期限までに回答がない場合は当局を追求する。
《２．交渉から妥結・書面協定》

　ほとんどの場合、文書回答は不十分な内容が多いため、すぐに交渉を申し入れ、交渉日・場所・交渉課題・交渉メンバーなどを確認します。交渉は、執行部全員・青年部・女性部役員などできるだけ大衆団体交渉を追求します。


○回答内容への反論のため法律・条例規則・既得権などの調査をして裏付け資料を用意します。

○要求事項の根拠を明確にするための調査や研究も行います。

○事前に交渉メンバー全員で学習会を実施し要求の内容、交渉の進め方、発言の役割分担などについて意思統一をはかっておきます。
○労使対等であることを念頭に交渉を進めます。

○交渉は、相手の対応いかんで思わぬ展開をみせることもあります。相手方のこれまでの言い方や法令・規則、これまでの交渉経過、性格などの分析から想定されるやり取りを検討しておくと交渉が進めやすくなります。

○組合員は、別の場所で闘争委員会や職場集会を開いて待機するなど、全組合員が参加しているという意識をもてるようにします。うしろに多くの組合員が控えているという重みが交渉の場での迫力となりますし、逆に組合員が無関心で役員だけの交渉というのでは当局側に見透かされてしまいます。
○交渉の途中で、当局側から新しい提案などがあり、事前に打ち合わせていない局面になったときは、必ず休憩をとって意思統一をします。当局側の誘いに乗って、よくわからないままに、その場で承諾するようなことがあってはなりません。持ち帰ってよく検討するようにします。
○交渉の経過は逐一組合員に知らせ、最終的な場面では、待機している組合員や地方本部役員にもはかって、全体の意思を確かめたうえで判断し、決着します。
○労使で合意した内容は、書面にして双方署名押印して「書面協定」を交わします。（別紙ひな型を参照）
《書面協定のひな型》

	確　 認 　書

　自治労○○市町村職員労働組合と○○市町村は、団体交渉の結果、下記の内容で合意に達したことを確認するとともに、後日のため本文書を２通作成し、それぞれが保管する。
記

１．（合意内容を具体的に箇条書きする）

2． 〃

3． 〃

２０２２年○月○日
市町村長　　○　○　○　○　　　印
自治労○○市町村職員労働組合

執行委員長　○　○　○　○　　　印
○○現業公営企業評議会

議　長　　　○　○　○　○　　　印


注１　表題は、「確認書」「覚書き」「議事録（交渉記録）」など何でもよい。

注２　合意内容は、後日、解釈をめぐって対立が生じないよう具体的に記入する。

注３　年月日と当事者の表示、代表者名と押印は、書面協定として効力を持たせるための必須記載事項。
注４　当局側の代表者として記名押印する者は、労働条件について決定する権限を持つ者であればよい。
注５　現業公企職員に関する事項で現業公企評議会がある場合は、市町村職労委員長と現業公企評議会議長の連名で、社協労組などと労働組合連合会を結成している場合は、労連委員長と社協労組などの委員長と連名とし、労働組合法第15条による労働協約とする。なお、労働協約については、３年を超える有効期間を定めることはできず、さらには有効期間の定めのない協約（自動延長含む）は、当事者の一方が90日以前の事前通告により解約することができるため、締結日以降の３年以内に再度締結を行う必要がある。
	《労使関係ルールに関する協定書のひな型》

労使関係ルールに関する協定書
　●●市町村長　●●●●と、●●●職員労働組合執行委員長　●●●●は、下記の事項について合意したことを確認し、書面協定を締結する。
記
１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使交渉・協議を実施し、それに基づくものとする。
２．職員の賃金・労働条件にも大きな影響を与える事項については、事前に労使協議を実施する。
２０２２年○月○日

市町村長　　○　○　○　○　　　印
自治労○○市町村職員労働組合

執行委員長　○　○　○　○　　　印


＜付属資料①＞
「労使関係ルールに関する要求書」の作成、交渉にあたっての解説
	

	【解説１】
民間労使関係における使用者の誠実交渉義務（菅野和夫「労働法第９版」より）

○基本的内容
　使用者には労働者の代表者と誠実に交渉にあたる義務がある。すなわち、使用者は単に組合の要求や主張を聞くだけでなく、それら要求や主張に対しその具体性や追求の程度に応じた回答や主張をなし、必要によってはそれらにつき論拠を示したり必要な資料を提示する義務がある。（中略）しかし他方、使用者には組合の要求ないし主張を容れたり、それに対し譲歩をなす義務まではないのであって、十分な討議ののち双方の主張が対立し、意見の一致を見ないまま交渉打切りとなることは誠実交渉義務の違反ではない。
○誠実交渉義務違反の典型例
・合意達成の意思のないことを最初から明確にした交渉態度（例：「会社側には労働協約締結の意思はない」と最初から宣言するような場合）

・実際上交渉権限のない者による団体交渉（例：使用者側の交渉担当者に決定権限がなく、「承っておく」「社長に伝える」と言うだけで進展しない場合）

・拒否回答や一般論を繰り返し、実質的検討に入ろうとしない交渉態度

・合理性を疑われる回答への十分な説明のないままの固執（例：従来の基準とはかけ離れた回答をし、しかもその論拠に関する具体的説明をしない場合）

・組合側の要求・主張に対する回答・説明・資料提示などの具体的対応の不足

・達成された合意を組合側の要求により書面（労働協約）にすることを拒否（合意された協定書への調印拒否を不当労働行為とした事例：大阪貨物事件（中労委昭48・3・7）、文祥堂事件（大阪地判平2・10・26））
○誠実交渉義務違反とならない典型例
・交渉行詰まりによる交渉の打ち切り。労使双方が当該課題についてそれぞれ自己の主張・提案・説明を出し尽くし、これ以上交渉を重ねても進展する（いずれかが譲歩したり、新たな提案をする）見込みがない段階に至った場合には、使用者は交渉を打ち切ることが許される
○上記事例等の公務への適用
・自律的労使関係制度が措置された場合には、公務員についても、不当労働行為に対する救済制度が整備される。民間で積み重ねた判例や労働委員会命令があり、その考え方が公務員にも適用される見込みである

・よって、誠実交渉義務違反があると組合側が考える場合には、不当労働行為として労働委員会に申し立てを行うことができる

	


	

	【解説２】
「管理運営事項」の取り扱い
○基本的内容
・管理運営事項の範囲については、自律的労使関係措置後においても、現行の運用と同様となる方向

・ただしこの間、当局が管理運営事項を拡大解釈することによって交渉が進まない事例が多く報告され、労使間の紛争の大きな要因となってきた事実がある

・予算、組織、定員等については典型的に管理運営事項とされることが多いが、少なからず勤務条件に影響を与えるものであり、交渉・協議を行うことができないことには問題がある
○対応方針
・したがって、管理運営事項として当局が交渉を拒否した場合には、組合側は勤務条件に密接な関係があることを事実・実態をもって示し、交渉の課題とさせていくことが肝要

・また、交渉申し入れの際に、当局に管理運営事項を理由とする交渉拒否の「口実」を与えないようにする工夫も必要

・例１：事業のアウトソーシングの撤回を求めるにあたっては、職員の配置や勤務場所の変更等の勤務条件を交渉事項として申し入れ、その交渉過程においてアウトソーシングの是非についても交渉する

・例２：人事評価制度の導入が提案された場合に、導入の是非を交渉事項とするのではなく、評価基準等の設定によって労働条件に影響を与えうることを理由に、検討されている評価制度の内容を交渉事項とする。
○自律的労使関係の制度設計に向けた今後の戦略
・公務労協は、国家公務員労働関係法案の審議の中で、たとえば、「組織機構改革や人事評価制度について、労使で協議を行う」という団体協約の締結が可能か否かという質問をして、一定の回答を引き出す、という戦略を描いている

・また、民間の労使関係においては、団体交渉とは別に労使協議制が設けられており、労使双方において「有効な手段」との評価があるところ

・法律相談所の小川顧問弁護士においても、今後は、「管理運営事項を含めた労使協議制度の新設が不可欠」との見解を寄せている（自治労通信2011年11・12月号「地方公務員制度改革に備えて」参照）

	


	

	【解説３】
「労使交渉」と「労使協議」の使い分けについて
○基本的内容
・地公法55条は、交渉事項を「職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、及びこれに附帯して、社交的又は厚生的活動を含む適法な活動に係る事項」とし、同3項で「地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項は、交渉の対象とすることができない」として、管理運営事項を交渉対象から除外している（管理運営事項については、地公企労法においても同様）。

・これに対し、「労使協議」とは、団体交渉とは別個の手続きであり、労使間の情報共有・意思疎通・合意形成の手段である。労使協議制は、民間において労働組合を有する事業所の80％が有しており（厚生労働省調査）、団体事項とは区別された経営生産事項（経営の方針・計画、人事政策など）を協議する制度となっていることが多い。
○対応方針
・したがって、上記＜解説２＞の対応方針を踏まえつつ、この間の単組の取り組みなどによって「管理運営事項」であるとして当局が交渉を拒否することがすでに予想される事項については、あくまでも「労使協議」であることを主張し、実質的な労使の話し合いの場の確保をめざす。

	


＜付属資料②＞
労使関係ルールに関する協定書（確認書）の事例
	＜例１＞


確認書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、交渉の結果、下記の事項について合意したことを確認する。
記
１．賃金・労働条件の決定にあたっては、労使合意による自主決着とする。
２．職場環境の点検・見直しを随時行い、改善に向け協議を行う。
３．組合休暇の整備については、継続協議とする。
	＜例２＞


確認書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、下記の事項について合意したことを確認する。
記
１．職員の賃金・労働条件については労使交渉・協議の上決定する。
２．事前協議に関する協定に基づき、事前協議制を遵守する。

	＜例３＞


労使関係に係る基本的事項についての確認書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、より適正な労使の信頼関係を確立するため、労使関係の基本的事項についての確認書を作成したので、次のとおり合意する。
記
１．従来の労使慣行を踏まえ、より適正な労使の信頼関係確立に向け、双方協議協力に努める。
２．労働条件の変更に係る事項について、双方の合意形成をめざし事前協議を行うものとし、事前協議の申し入れがあった場合には、双方遅滞なく協議に応じるものとする。
３．団体交渉は、●●市長と●●市職員労働組合の代表者によって行うものとし、双方、誠意と責任を持って対応する。
４．労働条件の変更に係る事項について協議した結果、合意した事項については、双方書面を取り交わし、誠意を持って履行する。

	＜例４＞


協定書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、次のとおり協定する。
記
１．事前協議制
　施設の新築及び改築、新規事業、業務内容の変更等による勤務条件及び定数に関する事項については、事前協議を行うものとする。
２．関係法令の取り扱い
　前条の規定に基づく協議を進めるにあたっては、地方公務員法等の関係法令を労使双方が十分認識し、行うものとする。
３．書面協定
　労使間交渉において合意に達した事項については、書面による協定を締結するものとする。
４．疑義
　今後、協議を進めるに当たり疑義が生じた場合は、その都度、労使双方が誠意を持って問題解決に向け話し合いを行うものとする。

	＜例５＞


協定書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、次のとおり協定書を締結する。
記
１．この協定は、市長と組合が、組合員の労働条件の維持改善及び民主的な労使関係の確立を図ることを目的とする。
２．市長または組合のいずれか一方から団体交渉の申し入れがあった場合は、速やかにこれに応じなければならない。ただし、特別の事情があるときは、双方協議の上変更することができる。
３．労使交渉で合意した事項については、条例等の制定または改廃の手続きをし、実施するものとする。
４．職員の労働条件に関する事項については、市長と組合が事前に協議し、互いに問題解決を図ることに努めることとする。
５．団体交渉または協議によって合意した事項については、書面を作成して記名押印し、保管するものとする。

	＜例６＞


協定書
●●市長　●●●●と、●●市職員労働組合執行委員長　●●●●は、次のとおり協定書を締結する。
記
１．団体交渉は、労使対等の立場で行い、事案の円滑な解決のための誠意を尽くすものとする。
２．労使いずれか一方が団体交渉の申し入れを行った場合は、相手方は正当な理由がない限り、速やかにこれに応じなければならない。ただし、特別の事情があるときは、双方協議の上変更することができる。
３．団体交渉または協議によって合意した事項については、書面を作成して記名押印し、保管するものとする。

	＜例７＞


協議事項等に関する覚書
この覚書は、職員の勤務条件に関わる事項について、●●市と●●市職員労働組合が、共通する問題の解決にあたり、事前に協議することにより問題解決を図るために必要とする事項を定めるものとする。
記
１．事前協議の対象とする職員の勤務条件等は、次に掲げる事項とする。
（1）事業の開始、改廃等に伴って変更を要する職員の勤務条件等及び新規事業導入に伴って配置する職員の勤務条件等に関する事項
（2）他団体に職員を派遣、出向させる基準の設定または改廃に関する事項
（3）職員配置基準の変更に関する事項
（4）作業工程の変更並びに設備等の導入及び変更に伴って変更を要する職員の勤務条件等に関する事項
（5）上記のほか、市長が協議を必要と認めた職員の勤務条件等に関する事項
２．市長は、事前協議の範囲としたものの実施にあたり、組合に対して協議の申し入れを行う。
３．申し入れを受けたとき、組合は速やかにその協議の実現に努める。

４．協議の申し入れの結果必要がある場合には、双方協議の上、専門委員会又は小委員会を設置する

ことができる。

５．事前協議が整わない間は、原則としてその対象となる職員の勤務条件等の変更は行わない。
６．協議の結果、意見の合致した事項については、遅滞なく書面を作成し、双方において誠意と責任を持ってその実現に努める。
職場の要求を集める


（職場集会・オルグ・アンケート調査など）





要求書の原案作成と職場討議


（職場集会やアンケート結果のまとめ）





要求書・闘争体制・戦術の決定


（機関会議で決定）





要求書提出と団体交渉の申し入れ





回答書を受け取る








団体交渉の設定








団体交渉にむけた準備








団体交渉の進め方








妥結・書面協定
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